
第１ 規制①について 

 規制①は、集団行進の参加者が顔を覆って集団行進を行う自由を侵害し、違憲ではない

か。 

１ まず、本件自由１は憲法上いかなる条文により保障されるか。 

⑴ この点について、本件自由を、集団行進に際して自身の容貌を観察・撮影されない自由

とみてプライバシー権（憲法 13 条参照）として保障されるとの見解が考えられる。しかし、

公道等で行われることの多い集団行進において自身の容貌を観察されないことが重要な利

益として憲法上保障されるとは考えられず、集団行進中にみだりにその容貌を撮影されな

い自由が憲法 13 条により保障されるとしても、本件のように犯罪行為に出た者を特定する

ために予め顔を隠さず参加させることは公共の福祉のための相当な制限として一般に許容

され得るため、かかる見解は妥当でない。 

⑵ 一方で、顔を隠してデモや集団行進に参加しようとする者の多くは、報道において顔が

映る心配がない・就職活動や職場のことを気にせずデモに参加できる等、顔を隠すことによ

り集団行進等の参加が心理的に容易になっているといえる。そのため、顔を隠すことと集団

行進等への参加には密接な関係があり、本件自由は集団行進等を行う自由の一態様として

保障されると解する。そして、集団行進等を行う自由は、集会の自由としての性質を有し憲

法 21 条 1 項により保障される。即ち、集団行進は国民が自己の思想を表明する極めて重要

な手段であり、集団行進も動く「集会」として憲法 21 条 1 項の保障が及ぶ。 

⑶ 以上より、本件自由１は憲法 21 条１項により保障される。 

２ 次に、規制①において何人も集団行進において正当な理由なく顔面を覆う行為を禁止

され（法律案骨子第３、１）、これに違反した者は 10 万円の過料を受ける（同第３、２）こ

とによりその実効性が担保されており、本件自由１が制約されている。 

３⑴ 本件自由は精神的自由であるところ、精神的自由の制約に対し民主政の過程を通じ

ての回復は困難であること、精神的自由の制約に対する合憲性審査は経済的自由に対する

ものと比べて裁判所の判断になじむものであるから、精神的自由の制約に対する合憲性審

査は経済的自由に対するものよりも厳格になされるべきである。また、就職活動や職場のこ

とを気にせずデモに参加したいといった主観的理由が「正当な理由」として許容される余地

がないと解されることを鑑みると、顔面を覆う行為を禁止する規制①の規制態様は強度で

ある。よって、規制①に対する合憲性の審査は、厳格な基準を用いて行うべきと思える。 

⑵ もっとも、規制①は集団行進等の参加者に対し、表現に着目して集団行進を禁止するも

のではなく、顔を隠して集団行進等を行うという特定の態様を禁じているに過ぎない。そう

すると、表現行為に対する表現内容中立規制と同様、本件における規制は厳格審査よりは緩

和された基準を用いるべきとの見解が考えられる。 

⑶ しかしながら、かかる見解は採り得ない。即ち、１⑵で述べたように集団行進等を行う

に際して顔を隠すことは集団行進に参加したことによる社会的評価を受けることを回避で

きる点で参加者にとって非常に有用であり、顔を隠すという参加態様は、集団行進等を行う



上で極めて重要な態様として集団行進と結びつきうるものといえる。それにもかかわらず、

集団行進等に際して顔を隠すことを禁ずることは参加者に対して重大な委縮効果をもたら

す。 

 そうすると、規制①に対する合憲性の審査は厳格な審査基準、即ち①目的が真にやむを得

ないものであり、②手段が目的達成のために必要最小限度のものであるかどうかによって

判断すると解する。 

４⑴ 規制①の目的は、集団行進における公共の安全を害する行為を抑止する点にある（法

律案骨子第１）。多数人の身体的行動を伴う集団行動においては、参加者が一瞬にして暴徒

と化し、勢いの赴くところ実力によって法と秩序を蹂躙する危険を有する（集団暴徒化論、

東京都公安条例事件）。また、「公共の安全を害する行為」につき刑法上の保護法益を踏まえ

た定義付けがなされていること（同第２, １）を踏まえると、現実に生じ得る明確化された

公共危険からの保護という目的は真にやむを得ない重要利益の保護目的と評価できる（①）。 

⑵ また、規制①の手段について、覆面や仮面で顔を隠すことによって誰がやっているかわ

からないという感覚が生じて普段しない犯罪行動に走る面があることが否定できない。犯

罪行動に至る危険性は上記の集団暴徒化論をはじめ集団行進等そのものが有するものであ

るが、顔を隠す行為がによって特段その危険を高めている可能性もまた否定できない。 

 そうすると、手段は顔を隠すことを禁止することは、目的達成のために必要最小限度とい

うべきである。 

⑶ したがって、規制①は本件自由１に対する規制として正当化される。 

５ 以上より、規制①は本件自由１を制約し、憲法 21 条 1 項を侵害しないものとして合憲

である。 

第２ 規制②について 

 規制②は、観察処分を受けた団体が公権力に情報を把握されない自由を侵害し、違憲では

ないか。 

１ まず、本件自由は憲法上いかなる条文により保障されるか問題となる。 

⑴ この点について、本件自由２は、団体に関する情報のコントロール権として、プライバ

シー権としての性質を有する。 

そして、プライバシー権は憲法 13 条により保障される。即ち、憲法 13 条前段は個人の尊

厳権利を定めており、同条後段は前段を受けて、個人の人格的生存に不可欠な利益を新しい

人権として保障している。そして、高度の情報化が進む現代社会において、自己に関する情

報が自己の関与しないところで用いられると個人の人格的自律が害されるため、プライバ

シー権は人格的生存に不可欠な権利である。よって、プライバシー権は憲法 13 条の保障範

囲に含まれ、本件自由も同条により保障されるとも思える。 

⑵ もっとも、本件における報告義務の対象となるのは機関紙のほか、団体が利用している

ウェブサイト等誰もが見ることができるようなものであり、SNS の投稿もサービス利用者

であれば自由に閲覧できる内容のみが含まれる。そうすると、団体の構成員の氏名・住所や



パスワード等の個人識別情報とは異なり、上記の対外的に公表されている情報はプライバ

シー権の保護が及ばないとする見解が考えられる。 

 しかしながら、本件では上記の情報を公権力が網羅的に把握し、団体の活動を継続的に観

察することから、かかる情報収集を通じて憲法 21 条 1 項によっても保障される団体の自律

を害するおそれがある。 

 よって、上記の見解は報告義務の対象となる個々の情報自体にはプライバシー権の保障

が及ばないという点では正当であるが、本件自由は団体に関する情報を公権力に網羅的に

把握されない自由として、憲法 13 条により保障されると解する。 

２ 次に、規制②において観察処分を受けた団体の代表者は団体の活動として団体の主義

主張等を不特定又は多数の者に伝えるために利用している各媒体の情報を１か月ごとに A2

庁長官に対して報告しなければならず（法律案骨子第４、２）、報告義務に違反しあるいは

虚偽の報告を行った場合には 50 万円以下の過料を受ける（同第４、４）ことによりその実

効性が確保されており、本件自由が制約されている。 

３⑴ 団体による主張が A2 庁に網羅的に把握され、団体の活動を継続的に観察されること

や、必要に応じて A2 庁が報告によって得られた各都道府県の公安委員会に提供する（法律

案骨子第４、3）ことを踏まえると、団体の上記自由に対する制約の程度は大きく規制②の

合憲性は厳格な審査基準の下で判断されるべきとも思える。 

⑵ しかし、上記の通り報告義務の対象となっているのは元々団体自身により対外的に公

表されている情報である。また、規制②においては報告義務を課すに先立ち団体に対し観察

処分を行う（法律案骨子第４、１）ところ、当該団体が「集団行進において公共の安全を害

する行為を行っていると認められる団体」に該当するかの判断によって団体の構成員数を

含めた全貌についてあらかじめ把握することになる。よって、仮に規制②の下で団体の代表

者に報告義務を課さなくても A2 庁や公安委員会は、当該団体の報告義務に係る情報につい

て自ら調査することで容易に入手することができる。 

 したがって、規制②の制約の程度は極めて小さく、むしろ団体に知られることなく A2 庁

らが情報を密かに入手するよりも、団体の代表者を通じて報告範囲を明らかにして報告さ

せる点で適正手続（憲法 31 条）の見地から望ましいといえる。 

 そうすると、規制②に対しては緩やかな審査基準が妥当する。具体的には、合理性の基準、

即ち①目的が正当なものであり、②目的と手段との間に合理的関連性が認められるかにつ

いて判断する。 

４⑴ 規制②の目的は、公共の安全を害する行為を助長している団体の活動を把握するこ

とで、公共の安全を害する行為の実効的な抑止を図る点にある。公共の安全の重要性を踏ま

えると、このような目的は正当といえる（①）。 

⑵ では、規制②の手段が目的との間に合理的関連性があるといえるか。立法事実によれ

ば、公共の安全を害する行為を行い逮捕されている者の半数近くは専ら暴力的な行為を目

的として、その都度 SNS で仲間を募りデモに参加しており、団体の活動と危険行為が関係



していない。また、団体の構成員が公共の安全を害する行為に及んだという意味で団体と公

共の安全を害する行為に関係があるとしても、必ずしも団体の主義主張が公共の安全を害

する行為を助長しており、その把握により公共の安全を害する行為の抑止につながるとは

いえない。よって、本件においては合理的関連性を欠くとも思える。 

しかし、規制②の下で公共の安全を害する行為を助長している団体として指定されるもの

は、公共の安全を害する行為を実際に行い処罰された構成員が全体の 10 パーセント以上に

上るものに限定されるところ、このような団体においては団体全体の性質として公共の安

全を害する行為を助長する傾向が存在することは否定できず、またその傾向は主義主張の

形で現れる可能性がある。更に、前述の通り、当該団体の主義主張が A2 庁に網羅的に把握

され、必要に応じて各都道府県の公安委員会に情報が提供されるとしても、これらの情報は

元々当該団体が元々対外的に公表しているものであるから、団体の自律性に与える影響は

低い。 

 よって、規制②の目的と手段の間に合理的関連性が認められる（②）。 

⑶ したがって、規制②は公共の福祉のための相当な手段といえ、本件自由２に対する規制

として正当化される。 

５ 以上より、規制②は憲法 13 条を侵害するものではなく合憲である。 以上 

 


